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本研究は、少子化の下、公立小中学校の統廃合が進む中で、これを契機とした都市構造構築
のあり方を検討するものである。具体的には中心市街地における公立小学校の存続、中心市街

地における廃校跡地の活用、非市街地における学校再編を問題とし、士地利用的観点や拠点論

の観点から学校再編のあり方を実証的に検討し、都市計画論の構築を試みている。
第一章では、本研究の背景や本研究の目的が明示されている。また、本研究の意義が既往文

献調査から明らかにされている。

第二章では、全国の地方都市を対象としたアンケート調査から、公立小中学校再編の実態、

都市計画的な観点からみたその特色が明らかにされている。
第三章では、中心市街地の統合校と存続校を対象とし、中心市街地内外との比較から中心市

街地内に存続する要因を検討した。中心市街地に公立小中学校が存続することを是(必要)と

する立場から、これに必、要な要件や施策を検討している。

第四章では、非市街地部の統合校を対象とし、都市レベルからみた、学校再編と都市計画マ
スタープランでの拠点設定及び実質的な拠点エリアとの関係を検討した。学校再編は都市計画

的な拠点構築と連動すべきとの立場から、再編の実態と課題を実証的に明らかにしている。

第五章では、中心市街地で跡地利用が行われた旧学校を対象とし、中心市街地活性化計画に

おける各種事業と跡地利用との関係を検討することで、中心市街地の跡地利用のパターンを検

討した。特に低需要で跡地利用が難しい場合の方策を検討している。

第六章では、各章を総括している。その上で、第三~第五の各章の知見を踏まえ、必要な施
策や計画の考え方を提示している。

論文内容の要

本研究は、地方都市における公立小中学校の再編の実態を都市計画的観点から解明すると共
に、中心市街地再生やコンパクト・プラス・ネットーワークの構築といった都市計画思潮と関

連させるととで、公立小中学校という都市施設の新たな都市計画整備論を講じたものである。
その成果は以下の3点より高く評価される。

第一に、内容の独創性と新規性である。元来、建築学分野における小中学校の再編研究は建

築計画における教室の間取り等、設計計画に関わるものがほとんどであり、都市計画からの観

点は皆無であった。本研究では、中心市街地での存続のあり方、非市街地部における再編と拠

点設定との関係、中心市街地での跡地活用の 3つの小課題から、公立小中学校の再編整備に関

わる新たな都市計画論を提示した。

第二に、社会的意義における新規性がある。現在各自治体で行われている公立小中学校の再

編は、基本的には公共施設再編計画(公共施設等総合管理計画)の一環で、白治体財政面に配

慮した経済性に依存する部分が大きく、殊に都市計画の観点はほとんどなきに等しい。今回の

研究成果で学校再編と都市計画との連携の具体が初めて示された。また、公共施設再編計画と

都市計画との連携の必要性は、論としては従来から主張されているものの、個別施設の具体の

計画論は少ない。この観点からも本研究の成果は貴重である。
第三に、成果の社会的貢献や波及性がある。少子化による公立小中学校の再編は今後さらに

増えることが予想される。よって、本研究の知見は時機を得て有意義であるだけでなく、第六

章で示された具体の計画手法や計画の考え方は、各自治体担当部局で即採用されうるものであ

る。本研究の成果の、今後の社会的貢献や波及性が期待される。

以上により、本論文は博士(工学)の学位論文に相当するものと判定した。
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